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三重弁護士協同組合
青年部会

坂口 桂一 氏

　津市で弁護士をしている坂口桂一と申します。この
たび、つぶやきという題材で、本コーナーの執筆の依頼

を頂戴しましたが、特段、面白い話ができる訳でもありませんの
で、現在、関心を持っている分野である「経営者保証ガイドライ
ン」について、紹介させていただこうと思います。

　企業経営にあたっては、「経営者保証」が行われるこ
とが通常となっていました。

　経営者保証には、法人の将来に思いを馳せたときに、経営者
の方 と々しては、ご自身が負う保証債務の処理が気がかりにな
り、なかなか、その決断をできない場合があるとの指摘がありま
した。例えば、法人が破産する場合、法人の金融機関からの借
入といった債務について、代表者らが連帯保証をしていること
が多いことから、法人代表者らも破産といった手続を選択せざ
るを得ませんでした。
　法人の債務を保証する代表者らにとってみれば、破産するこ
とによって信用を毀損し、また、個人的な住宅ローン債務等に
ついても一括弁済を迫られるなどして、その不利益は極めて大
きいものでした。
　このような状況から、法人の破産＝代表者の破産と考えられ
てきました。

  「経営者保証ガイドライン」とは、金融機関からの借
入を行う場合などには、①資産の所有やお金のやりと

りに関して、法人と経営者が明確に区分・分離されていること、
②財務基盤が強化されており、法人のみの資産や収益力で返
済が可能であること、③金融機関に対し、適時適切に財務情報
が開示されていることの要件の全て又はその一部を満たせば、
事業者は、経営者保証なしで融資を受けられる可能性があっ
たり、すでに提供している経営者保証を見直すことができる可
能性があったり、保証債務を履行する場合では、経営者に一定
の資産（破産時における自由財産（９９万円）に加えて、一定期
間の生活費や、「華美でない自宅」）を残し、返済しきれない保
証債務の残額を免除したり、信用情報を毀損しない（ブラックリ
ストに載らない）等の処理をするための準則を定めたものです。
　弁護士としての関わりとしては、断然、保証債務を履行する
場合での関わりが多くなります。
　「経営者保証ガイドライン」の保証債務の整理を支援する専
門家を「支援専門家」といいます。ここで、保証人の代理人を務
める弁護士は、支援専門家となって「経営者保証ガイドライン」
の手続に参加していくわけです。

　基本的な流れとしては、①支援専門家が資産調査
をして資産目録を作成し、②対象債権者に受任通知

を送付し、③資産調査が終了した段階で、一時停止等の要請
を行い、④対象債権者に資産等の情報を開示し、⑤弁済計画
案を提示、⑥支援専門家と代償債権者が協議を行い、⑦合意
成立後、保証人は、対象債権者に弁済し、対象債権者は残債
務を免除します。
　上記の手続を利用するためには、特定調停、中小企業活性
化協議会を利用する、相対交渉という３つの方法があります。
　対象となる保証人は、個人であればよく、経営者でない第三
者保証人も利用することができます。つまり、保証債務を負っ
た代表取締役のみではなく、保証債務を負った平取締役も「経
営者保証ガイドライン」の対象となります。
　注意が必要なのは、対象外債権の存在です。
　リース債務や保証人固有の債務が有る場合には、原則とし
て、「経営者保証ガイドライン」の対象外債務となることから、
その金額によっては、破産手続を選択せざるを得ない場合が
あるということです。
　破産手続との比較において、「経営者保証ガイドライン」を
用いて保証債務を整理する場合のメリットとデメリットをあげ
るとすると以下のとおりになります。
○メリット
・破産せず、債務を整理することができる
・破産より多くの資産を残せる可能性がある
・信用情報機関に登録されない
○デメリット
・対象債権者の全員の同意が必要
・手続着手時点において、結果の予測可能性が十分ではない
・全ての債務を対象にして整理できるわけではない

  「経営者保証ガイドライン」は、平成２６年２月１日か
ら適用が始まりましたが、未だ過渡期と言われており、

残念ながら、三重県内での適用例もそこまで多くはありません。
　それゆえ、残念ながら、弁護士としても、「経営者保証ガイド
ライン」の存在を認識しつつも、なかなかその利用をした経験
がある人が少ないのが実情ではないかと思います。
　三重で活動する弁護士としては、「経営者保証ガイドライン」
を利用する機会を今まで以上に、積極的に探索し、三重県内
の経営者の皆様の再チャレンジの一助になれるように活動で
きればと思っております。

各種講演及びセミナー講師の派遣など承ります。三重弁護士協同組合 青年部会 TEL：059-228-8898
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「経営者保証ガイドライン」について
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■背景・目的
　従来、学校給食パンの発注にはFAXが
用いられ、受注する所属員の各工場では

日々送られてくる注文書を手作業で処理していました。
学校のクラス替えや出席者数などにより発注の内容は
都度変化し、作業も膨大なため細心の注意を払って
もミスが生じてしまい、こうした事務負担の解消は会
員組合全体にとって共通の課題でした。この課題を解
決すべく、連合会傘下の組合が一丸となって共通の
受注管理システムを導入し、業務改革に取り組みまし
た。
■取組みの手法と内容
　システム導入に先立ち、先行して受注管理システム
を活用している滋賀県学校給食協同組合を視察し、
発注内容が一気通貫で業務に落とし込まれる仕組み
を目の当たりにして、導入に向けた取り組みをスター
トさせました。
　導入の初期では所属員のうち中心となる３工場が主導して、
各工場の業務内容を分析し、受注システムの素案を作り、シス
テム構築の作業に入りました。並行して自治体へ導入の経緯や
発注者側にもメリットがあることを粘り強く説明し、「モデル自治
体」として一部自治体から協力を得ながらテストと改良を繰り返
した。2021年１月には組合・自治体全体に向けた説明会を実施、
同年4月より本格運用がスタートしました。
　システム導入に際し特に重要となったのは、会員組合内の合
意形成でした。従来の業務手順を変革することは、所属員にとっ
ても戸惑いがないわけではありませんでしたが、膨大な事務負
担の解消という共通の問題意識を持っていたことから、最終的
には所属員の全工場が導入を決意しました。

　連合会内の意識が一体となったことは、需要者である各自治
体に理解を得るにあたって、大きな力となりました。全工場が例
外なく本システムによる受注に取り組むことで、神奈川県下統一
でシステムを導入する必要性を訴えることができ、自治体側の合
意を得ることにつながっています。現在では自治体のうち約
75％が本システムによる発注を行うようになっており、デジタル
トランスフォーメーション（DX）が実現しつつあります。
■成果とその要因
　導入したシステムは日々の運用を通じて改善点がフィードバッ
クされており、直近でも2021年9月に機能改善が行われました。
単にシステムを更新するだけでなく、自治体に改善内容の説明
を行うなど、フォローアップも実施しており、将来的には全自治
体のシステム導入を目指し、継続してDXに取り組んでいます。

神奈川県パン協同組合連合会（神奈川県）
● 組合が一丸となり業務を改革！強い推進力で受注作業のDXを実現
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令和３年度取引力強化推進事業実施組合より
「コロナ禍における通信販売チラシを用いた共同販売事業の活性化事業」

実施組合  紀宝ウミガメ物産振興協同組合
事業概要  コロナ禍における共同販売事業の不振の中、ネット販
売よりも比較的高齢者層に受け入れられやすい、ＦＡＸによる組

合員の取扱商品の注文票を掲載した通信販売チラシを作成し、近隣の観光案内
施設や文化施設に備え置き広く周知して共同販売事業の活性化を図りました。
　チラシはＡ４サイズ・両面２ページ、組合員の取り扱うスイーツギフトセット、
ミカン、寿司下駄（木製品）の３種類を掲載するとともに、今後のために「道の駅 
紀宝町ウミガメ公園」を紹介するＨＰアドレスやＳＮＳも記載し、裏面にはＦＡＸ
注文票を掲載しました。
成 果 等  組合員においては、今回のチラシに組合員が現在取り扱っている商
品の中から一番ＰＲしたい商品を掲載したことから、次回に向けても新たな商
品を開発していきたいという意欲が増しました。
　組合においては、これまでは、組合や「道の駅 紀宝町ウミガメ公園」をＰＲす
るＨＰやＳＮＳを主力に、比較的フットワークの軽い若年層をターゲットに販促
やネット販売に力を入れてきましたが、昔ながらの地味なチラシによる販促や
通信販売も特に高齢者層には必要なことであると気づくきっかけとなりました。
　コロナ禍に対する懸念は払拭しきれないものの、今回のチラシを初め、第２弾、
第３弾のチラシに掲載する商品の種類が増えることで、通信販売のみならず、組合の共同販売店舗での売上高の相乗効果と、
組合の共同販売事業の活性化が図れるものと期待しています。

取り組み
事例紹介

紀宝ウミガメ物産振興協同組合
TEL:0735-33-0300
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神奈川県パン協同組合連合会  学校給食システム

公益財団法人
神奈川県学校給食会 神奈川県パン協同組合連合会 神奈川県パン・米飯（協）
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横浜市綜合パン米飯（協）

公益財団法人
川崎市学校給食会
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よこはま学校給食会
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